
葛尾村地域おこし協力隊起業等支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条　この要綱は、葛尾村地域おこし協力隊設置要綱（平成２９年葛尾村告示第１４

号。以下「設置要綱」という。）に規定する葛尾村地域おこし協力隊（以下「協力隊」

という。）の定住及び地域の活性化を図るため、起業又は事業承継する場合に要する

経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、葛尾村補助金等の交付

等に関する規則（昭和 50年葛尾村規則第２号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条　この要綱において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

　（１）　起業　事業を営んでいない隊員等が所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）第 229

条に規定する届出により新たに事業を開始すること又は新たに法人を設立し

事業を開始することをいう。 

　（２）　事業承継　定住する地域内の製造所、販売店、飲食店等の経営者から後継者

として経営を引き継ぐことをいう。 

（補助対象者） 

第３条　補助金の交付対象となる者は、村内に住所を有し、かつ次の各号のいずれかに

該当する者とする。 

　（１）　協力隊としての活動期間が１年を経過した者 

　（２）　協力隊としての活動期間終了の日から３年以内の者 

２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金の交付対象

としない。 

　（１）　村税等について滞納がある者 

　（２）　村長が適当でないと認める事業を行う者 

（補助金の交付要件） 

第４条　補助金の交付対象となる要件は、次の各号の全てに該当する者とする。 

　（１）　協力隊が村内（福島県特定会計年度任用職員（福島県地域おこし協力隊）設

置要綱に基づき協力隊となった者は県内）で起業又は事業承継すること。 

　（２）　起業又は事業承継する事業の内容が村の活性化に資するものであること。 

（補助対象経費） 

第５条　補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、起業又は

事業承継に要する経費で、次の各号に掲げるものとする。 

　（１）　設備費、備品費、土地・建物賃借費 

　（２）　法人登記に要する経費 

　（３）　知的財産登録に要する経費 

　（４）　マーケティングに要する経費 

　（５）　技術指導受入れに要する経費 

　（６）　経営改善に向けた専門人材の活用に要する経費 

　（７）　新商品開発、新技術導入等による付加価値向上に要する経費 



　（８）　従業員の育成・能力開発に要する経費 

　（９）　前各号に掲げるもののほか、村長が必要と認める経費 

（補助金の額） 

第６条　補助金の額は、補助対象経費を合算した額とし、当該者１人あたり１００万円

を上限とする。ただし、当該起業・事業承継において、起業の場合は１人以上の新規

雇用、事業承継の場合は承継する事業に係る雇用数の維持を行った場合にあっては、

当該者１人あたり２００万円を上限とする。 

２　補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

３　補助金の交付は、同条第 1項で定める額を上限に複数年度に分割して交付すること

ができるものとする。 

（交付の申請） 

第７条　補助金の交付を受けようとする者（以下「補助事業者」という。）は、地域お

こし協力隊起業・事業承継支援補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を

添えて、村長に提出しなければならない。 

　（１）　起業・事業承継計画書（様式第２号） 

　（２）　収支予算書（様式第３号） 

　（３）　補助事業に係る見積書の写し又は金額を証明する書類 

　（４）　村税の滞納がないことを証明する書類（納税証明書等） 

　（５）　前各号に掲げるもののほか、村長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第８条　村長は、前条の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、補助金を交

付すべきものと認めるときは、補助金の交付を決定し、その内容を地域おこし協力隊

起業・事業承継支援補助金交付決定通知書（様式第４号）により、補助事業者に通知

するものとする。 

（変更の申請） 

第９条　補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、地域おこし協力隊起

業・事業承継支援補助金変更（中止・廃止）承認申請書（様式第５号）、起業・事業承

継計画書（様式第２号）、収支予算書（様式第３号）及び関係書類を村長に提出し、

その承認を受けなければならない。 

　（１）　補助事業を中止又は廃止しようとするとき。 

　（２）　補助金の額が増額となる変更をしようとするとき。 

　（３）　補助対象経費の１０分の２を超える減額をしようとするとき。 

　（４）　事業内容における主要な部分の変更をしようとするとき。 

（補助金変更の決定） 

第１０条　村長は、前条に規定する変更の申請があったときは、その変更に係る手続き

は第８条に準じて行うものとし、補助金を交付すべきものと認める場合は、予算の

範囲内で変更交付額を決定し、その内容を地域おこし協力隊起業・事業承継支援補

助金変更交付決定通知書（様式第６号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（概算払） 

第１１条　村長は、事業の促進上特に必要があると認めるときは、概算払の方法により

補助金を交付することができる。 



２　補助金の交付決定を受けた補助対象者が、前項の規定に基づき補助金の概算払を受

けようとするときは、地域おこし協力隊起業・事業承継支援補助金概算払請求書（様

式第７号）を村長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第１２条　規則第１３条第１項の規定による実績報告は、地域おこし協力隊起業・事業

承継支援補助金実績報告書（様式第８号）によるものとし、次に掲げる書類を添え

て、補助事業が完了した日（規則第６条第１項第２号の規定により、村長の承認を

受けた場合においては、その承認を受けた日）から３０日以内、又は補助事業が完

了した日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに行わなければならな

い。 

　（１）　収支決算書（様式第９号） 

　（２）　領収書の写し又は精算金額を確認できるもの 

　（３）　その他村長が必要と認めるもの 

（補助金の額の確定） 

第１３条　村長は、前条の規定による報告を受けた場合においては、当該報告書等の書

類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業等の成

果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるか

どうかを調査し、適合すると認めるときは、額を確定し、当該補助事業者に地域お

こし協力隊起業・事業承継支援補助金交付額確定通知書（様式第１０号）により通

知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１４条　補助事業者は、前条の規定による額の確定後、補助金の支払いを受けようと

するときは、地域おこし協力隊起業・事業承継支援補助金交付請求書（様式第１１

号）を村長に提出するものとする。 

（補助金交付決定の取消通知） 

第１５条　規則第１６条の規定による通知は、地域おこし協力隊起業・事業承継支援補

助金交付決定額取消（変更）通知書（様式第１２号）によるものとし、違反の事実

があった場合、速やかに行わなければならない。 

（補助金の返還命令） 

第１６条　規則第１７条の規定による命令は、地域おこし協力隊起業・事業承継支援補

助金返還命令書（様式第１３号）によるものとし、前条の通知と同時に行わなけれ

ばならない。 

（補助金の返還免除） 

第１７条　村長は前条の規定にかかわらず次の各号のいずれかに該当し、補助事業者か

ら申し出があったときは、補助金の全部又は一部の返還を免除することができる。 

　（１）　災害、疾病その他自己の都合によらず、やむを得ない事由があるとき。 

　（２）　その他村長が特に必要と認めたとき。 

（財産の処分の制限） 

第１８条　規則第１８条に規定する別に定める期間は、総務省所管補助金等交付規則

（平成１２年総理府・郵政省・自治省令第６号）別表のとおりとする。 

（書類の整備） 



第１９条　補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を整え、か

つ、当該収入及び支出についての証拠書類並びにその他の書類を整備し、当該補助

事業の完了日の属する会計年度の翌年度から５年間保管しておかなければならな

い。 

（準用規定） 

第２０条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、村長が

別に定める。 

 

　　附　則 

　この要綱は、令和８年 10 月１日から施行する。


